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1. 工事計画添付書類に係る補足説明資料 

添付書類の記載内容を補足するための資料を以下に示す。 

 

資料
No. 

添付書類名称 補足説明資料（内容） 備考 

1 

原子炉格納施設の設計条件に

関する説明書 

重大事故等時の動荷重について  

2 

重大事故等時における原子炉格

納容器の放射性物質閉じ込め機

能健全性について 

 

3 コリウムシールドの設計 今回の提出範囲 

4 
格納容器フィルタベント系の設

計 
 

5 
ベント実施に伴う作業等の作業

員の被ばく評価について 
 

6 
非常用ガス処理系吸込口の位置

変更について 
  

7 
原子炉格納施設の水素濃度低

減性能に関する説明書 

1. 局所エリアの漏えいガスの

滞留 

今回の提出範囲 

2. 原子炉建物水素濃度の適用

性について 

3. 触媒基材（アルミナ）につい

て 

4. 原子炉ウェル代替注水系に

ついて 

5. 可搬式窒素供給装置につい

て 

6. 「設置（変更）許可申請書添

付書類十 可燃性ガスの発

生」における可燃性ガス濃度

制御系による原子炉格納容

器内水素及び酸素制御につ

いて 

7. 原子炉ウェル排気ラインの

閉止及び原子炉ウェル水張

りラインにおけるドレン弁

の閉運用について 

8 

圧力低減設備その他の安全設

備のポンプの有効吸込水頭に

関する説明書 
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1 

1. 概要

本資料は，「原子炉格納施設の設計条件に係る説明書」（以下「説明書」という。）のコリ

ウムシールドの設計に関して詳細を示すものである。
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別紙 1－1 

別紙 1 

デブリの凝固停止評価における Epstein モデルの適用性及び 

その他のモデルによる評価について 

1. Epstein モデルの適用性

米国 EPRI(Electric Power Research Institute)[1]及び FAI(FAUSKE&ASSOCIATES, INC)は，

下部プレナムの貫通部 (核計装管や RPV ドレンライン)の破損の可能性について確認する

ために，下部プレナムを模擬した試験体に模擬デブリ(Ａｌ２Ｏ３)を流入させる試験を実施

している。 

この試験の中で，炉内の核計装管内にデブリが侵入した際のデブリの流動距離を評価する

ために，図 1に示すような試験装置を用いて，模擬デブリの流動距離を調べる試験を実施し

ている。試験は，テルミット反応で作成した模擬デブリ（Ａｌ２Ｏ３）を落下させ，核計装管

内を流動する距離を計測している。試験時の核計装管の中はドライな条件となっている。表

1 に実験結果と Epstein[2]モデルによる評価結果を示す。試験結果と評価結果は，おおよそ

一致しており，本モデルを用いてデブリの凝固を評価可能であると考えられる。 

図 1 Epstein モデル検証用試験の試験体の例 
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別紙 1－2 

表 1 試験結果と計算結果の比較 

2. その他の凝固モデルによる評価

金属の流路内での凝固挙動を対象とした流動距離評価モデルとして，US－ABWR DCD モデ

ル[3]や，Flemings のモデル[4]がある。

溶融炉心は液相線温度と固相線温度に差があり，合金の凝固挙動を示すものと考えられる

が，これらの純金属モデル(DCD モデル)や合金モデル(Flemings モデル)を用いた場合にも，

流動距離の評価結果は表 2のとおりであり，スリットの長さ（約 m）の範囲内で凝固す

ることを確認した。 

なお，US－ABWR DCD モデルでは，評価条件として溶融炉心の流速ではなく原子炉圧力容

器（以下「RPV」という。）からの落下率がパラメータとなっており，5000kg/s，10000kg/s，

15000kg/s を使用している。その他の評価条件としては，Epstein モデルによる評価と同様

の条件を用いている。 

表 2 その他の凝固モデルによる評価結果 

評価モデル 
評価結果 

（流動距離） 
備考 

US－ABWR 

DCD モデル 
0.25m 

溶融炉心流速の代わりに RPV からの溶融炉心の落下

率として 5000kg/s，10000kg/s，15000kg/s を使用。

評価結果は最大値を記載。その他は Epstein モデル

による評価条件と同様。 

Flemings モデル 0.55m Epstein モデルによる評価と同様の評価条件を使用。 
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別紙 1－3 

2.1 US－ABWR DCD モデルの概要 

US－ABWR DCD（以下「DCD」という。）モデルは，純金属の凝固挙動を想定し，流路の入

口付近において周辺の構造材への熱伝導によりクラストが成長し流路が閉塞するものと

している。DCD モデルの評価式を以下に示す。流動距離は流動停止までの平均速度と流動

停止までの平均時間の積で求められる。 

𝐿𝑓𝑟𝑒𝑒𝑧𝑒 = 𝑣̅(𝑡𝑓𝑟𝑒𝑒𝑧𝑒)𝑡𝑓𝑟𝑒𝑒𝑧𝑒 ······························ （1）

ここで， 
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US－ABWR DCD では，入口流速は以下のように表わされている。 

 
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
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  ····································· （3）

しかしながら，原子炉格納容器下部床面よりも下部にスリットが設置されるため，縦ス

リット内のヘッド 0h を考慮し以下のようにする必要がある。 
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この場合，DCD モデルの評価で使用される平均流速において，初期ヘッド 0h による項

が追加され，以下のように修正される。 
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ここで， 
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溶融炉心が過熱度を持つ場合， 0b は以下の式を使用する。過熱度がない場合，

0b ＝ 0bとなる。

 
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2
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8



別紙 1－4 

であり，各パラメータは以下のとおりである。 

freezeL ：流動距離（m），  tv ：平均流速（m/s），
freezet ：凝固完了時間（s）， 

cm ：溶融デブリ密度（kg/m3）， pC ：溶融デブリ比熱（J/kgK）， T ：過熱度（K）, 

0H ：スリット高さ（m）， 0h ：縦スリット部高さ（m）， w ：構造材熱拡散率（m2/s）， 

wk ：構造材熱伝達率（w/mK）， fk ：デブリ熱伝導率（w/mK），

sT ：接触面温度（K）， iT ：構造材初期温度（K），
mfT ,
：溶融デブリ温度（K），

g ：重力加速度（m/s2）， vesm ：ＲＰＶからのデブリ落下率（kg/s），

ldA ：下部ドライウェル床面積（m2）

DCD においては，過去に実施された関連試験に係る文献を参照し，それらの試験結果

より DCD モデルによる評価の適用性を確認している。 

2.2 Flemings モデルの概要 

Flemings モデルは，流路周長全体を伝熱面とし，壁面への伝熱を評価するモデルであ

り，以下のように表される。 

)
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1(
)(

)( B

TThS

TCHfvA
L
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freeze 







················· （9）

ここで， 

vk

Xh
B

w

w



·································· （10）

：流動距離（m）， A：流路面積（m2）， ρ：デブリ密度（kg/m3）， 

ν：デブリ流速（m/s），md：デブリ質量（kg），fc：流動限界固相率,

Hf：溶融潜熱（J/kg），Cp：デブリ比熱（J/kg/K）， ：初期温度と凝固温度の差（K）， 

h：熱伝達率（w/m2/K），S：流路周長（m），Td：デブリ温度（K），Tw：構造材温度（K）， 

αw：構造材熱拡散率（m2/s），ΔX：チョーキングレンジ，kw：構造材熱伝導率（W/(mK)） 

しかしながら，この式をこのまま使用すると，デブリの温度低下が考慮されず，流動距

離が非保守側となるため，次のようにデブリの温度低下を考慮している。 

初期にデブリが保有するエネルギ（流動停止するために除去が必要なエネルギ）を固

相線温度を基準として 

  dcfsoldp mfHTTCQ  )( 00  ····················· （11）

となる。デブリの除熱量は以下となり， 

t
B

TTxhSQ wdrm 



 )

2
1

1
)((

····················· （12）

流動後のデブリの保有エネルギは 

freezeL

T
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rm

pp QQQ
dbdb
1

 ································· （13）

である。 

また，fc=1.0 とした場合，流動による温度低下後のデブリ温度は 

sol

df

db
d T

mC

Q
T   ··································· （14）

ここで，Cfは溶融潜熱が固相線と液相線を直線的に変化すると想定した場合に，溶融

潜熱を考慮した換算比熱であり， 

solliq

f

pf
TT

H
CC


 ······························· （15）

である。 

デブリの保有エネルギ Qが 0になった時間 tとデブリ流速 vの積が流動距離となる。 

Q0：流動停止するために除去が必要なエネルギ（J），Td0：デブリ初期温度（K）， 

Tsol：デブリ固相線温度（K），Tliq：デブリ液相線温度（K），md：デブリ質量（kg）， 

Q0：タイムステップ毎の除熱量（J），Δx：タイムステップ毎の流動距離（m）， 

Δt：タイムステップ（s） 

また，熱伝達係数を求めるヌセルト数は以下の式を使用する。レイノルズ数が

104<Re<106，プラントル数が 0.1<Pr<104範囲については次式（Sleicher-Rouse の式）[5]を

用いる。 

b
w

a
fmNu PrRe015.05  ···························· （16）

ここで， 

)Pr6.0exp(5.03/1

)Pr4/(24.088.0

w

w

b

a




························· （17）

それぞれの添え字(m,f,w)はそれぞれ，m:混合平均温度，f:膜温度，w:壁温を表し，そ

れぞれの温度における物性値を使用する。ただし，本評価では，物性値は温度によらず

一定と仮定する。 

また，レイノルズ数が 3000<Re<106，プラントル数が 0.5<Pr<2000 範囲については次式

（Gnielinski の式）[4] 

 
)1(Pr2/7.121

Pr)1000(Re2/
3/2 




f

f
Nu ······················ （18）

ここで，fは管摩擦係数であり， 

2
10 )28.3(Re)log64.3( f ······················· （19）
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別紙 1－6 

と与えられる。 

Sleicher-Rouse の式，Gnielinski の式が共に適用範囲内となる場合は，ヌセルト数が

小さいほうを採用する。 

Flemings らは試験結果を基に Flemings モデルを用いて流動限界固相率を推定してお

り，最大で 0.35 程度という結果を得ている。一方で，今回の流動距離評価では，溶融炉

心先端が完全に凝固するまで流動が続くものと保守的に仮定し，流動限界固相率を 1.0 と

設定していることから，流動距離が過小評価されることはなく適用可能と考えられる。 

参考文献 

[1] EPRI, Experiments to Address Lower Plenum Response Under Severe Accident

Conditions, Volume 1,Technical report TR-103389, 1994

[2] M.Epstein et al., Freezing-Controlled Penetration of a Saturated Liquid Into a

Cold Tube, Journal of Heat Transfer, Vol.99, 1977

[3] GE-Hitachi Nuclear Energy Americas LLC, ABWR Design Control Document, United

States Nuclear Regulatory Commission, 2010

[4] M.C.Flemings et al., An Experimental and Quantitative Evaluation of the

Fluidity of Aluminium Alloys”, AFC Transactions, vol.69, 1961

[5] 伝熱工学資料 第 5版 (2009)
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別紙 2－1 

別紙 2 

原子炉格納容器下部に落下する溶融デブリ評価条件と落下後の堆積に関する考慮 

1. 溶融デブリの評価条件

島根原子力発電所第２号機では，ＭＣＣＩの評価にＭＡＡＰコードを用いてい

る。ＭＣＣＩの評価においては，全炉心に相当する量が溶融炉心として原子炉格

納容器下部に落下するものとしており，この溶融炉心には炉内構造物等を考慮し

ている。溶融デブリの拡がりに関する評価条件を表 1 に示す。 

2. 島根原子力発電所第２号機のＭＣＣＩの評価における溶融デブリの堆積高さ

島根原子力発電所第２号機のＭＣＣＩの評価では，落下した溶融デブリが原子

炉格納容器下部床上に一様に拡がるものとしており，この場合の堆積高さは約 1m

となる。原子炉格納容器下部に落下した溶融デブリと原子炉格納容器下部の構造

の位置関係を図 1 に示す。図 1 に示すとおり，原子炉格納容器下部壁面の開口部

として最も低い箇所にある原子炉格納容器下部開口部までは約 3.8m の高さがあ

ることから，仮に溶融炉心が全量落下しても原子炉格納容器下部以外に溶融デブ

リが拡がる恐れは無いと考える。

3. 溶融デブリの堆積高さの不確かさ

3.1 原子炉格納容器下部の構造物等の影響 

島根原子力発電所第２号機の原子炉格納容器下部の構造物としては制御棒駆

動機構（ＣＲＤ）交換装置（プラットホーム，旋回レール等含む）があり，原

子炉圧力容器下部の構造物としてＣＲＤハウジング，中性子計装ハウジング等

がある。溶融デブリへこれら原子炉格納容器下部の構造物が取り込まれたこと

を考慮すると，溶融デブリ全体の温度を低下させ，ＭＣＣＩを緩和する側に作

用すると考えられることから，現在の評価ではこれらの構造物は考慮していな

い。これらの構造物の重量は全体の溶融デブリ量（約 t）に対して小さ

く，これらの構造物を考慮した場合でも，溶融デブリ堆積高さの増加分は約

0.17m であることから，溶融デブリが原子炉格納容器下部以外に拡がる恐れは

無いと考える。 

3.2 溶融デブリの粒子化に伴う影響 

溶融炉心が原子炉格納容器下部に落下する場合，予め 2.4m の水張りを実施

する手順としていることから，溶融デブリの一部は水中で粒子化するものと考

えられる。この時，粒子化した溶融デブリの密度が低いと堆積高さが高くな

る。 

最も厳しい条件として，デブリが粒子化割合 0.38 で粒子化した際の堆積高

さを評価する。例えば，ポロシティが最も大きな粒子の充填状態である，単純

立方格子（ポロシティ 0.48）として粒子が堆積する場合を想定すると，溶融デ
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別紙 2－2 

ブリの堆積高さは約 1.4m，粒子化したデブリの範囲を除いた水プール水深は約

2m となるが，前述のとおり，原子炉格納容器下部の壁面の開口部までは十分な

高さがあることから，粒子化に伴う堆積高さの増加を考慮しても，原子炉格納

容器下部以外に溶融デブリが拡がる恐れは無いと考える。 

なお，溶融炉心の比重は 8 程度であり，水と比べて非常に重く，粒子化した

溶融デブリは水面に浮遊しないと想定される。 

3.3 溶融炉心の落下の位置及び拡がりの影響 

原子炉圧力容器下部から原子炉格納容器下部への溶融炉心の落下の経路 [1]に

ついては，ＣＲＤハウジングの逸出に伴う開口部からの落下等が考えられる。

原子炉圧力容器の構造からは，溶融炉心は原子炉圧力容器底部の中心に流れ込

むと考えられ，原子炉圧力容器底部の中心近傍に開口部が発生し，溶融炉心が

原子炉格納容器下部に落下する可能性が高いと推定されるが，開口部の発生箇

所については不確かさがあると考えられる。  

ここで仮に溶融デブリが偏って堆積し，原子炉格納容器下部開口部高さ（約

3.8m）に到達する条件を考えると，溶融デブリが直径約 3m の円柱を形成する

必要があるが，溶融デブリの厚さが均一化するまでの時間が 2～3 分程度であ

るという過去の知見 [2]を踏まえると，溶融炉心は落下と同時に原子炉格納容器

下部床面を拡がり，堆積高さが均一化していくと考えられることから，溶融デ

ブリが原子炉格納容器下部開口部の高さまで堆積する状況は考えにくい。 

また，溶融炉心の落下位置及び堆積形状に係る知見として，近年，以下のも

のがある（表 3）。 

・東京電力福島第一原子力発電所第２号機における原子炉格納容器下部の調

査結果により溶融炉心が原子炉圧力容器の中心位置から偏って落下した可

能性がある。

・PULiMS 実験 [3]において確認された溶融デブリの堆積高さと拡がり距離のア

スペクト比が確認されている。

これらの知見を踏まえ，溶融炉心が原子炉圧力容器の中心位置から偏って落

下し，溶融デブリが円錐上に堆積するという仮定で堆積高さを評価した場合に

おいても，溶融デブリ堆積の頂点位置における高さは約 2.2m であり，原子炉

格納容器下部開口部高さ（約 3.8m）を下回る評価結果となった（図 3）。 

よって，溶融炉心が原子炉圧力容器下部の偏心位置から落下し円錐上に堆積

した場合においても，原子炉格納容器下部以外に溶融デブリが拡がる恐れは無

いと考える。 
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表 1 溶融炉心に関する評価条件 

項 目 設定値 設定根拠 

溶融炉心落下割合 100％（約 t） 保守的に全炉心相当量が落下するもの

として設定 

溶融デブリの組成 図 2 参照 ＭＡＡＰコードによる評価結果  

（炉内構造物の組成・質量等を考慮） 

原子炉格納容器下部

床面積 

m2 設計値 

表 2 原子炉格納容器下部へ落下するコリウム重量及び体積 

項 目 重量／体積
＊1

 備 考 

燃料(ＵＯ２) 約 t／約 m3 炉心内全ＵＯ２の重量 

被覆管(Ｚｒ) 約 t／約 m3 
標準長燃料棒，短尺燃料棒を考

慮 

チェンネルボックス／

ウォーターロッド／ス

ペーサ(Ｚｒ) 

約 t／約 m3 

チェンネルボックス：約 t 

ウォーターロッド：約 t 

スペーサ：約 t 

ＣＲＤ関係(ＳＵＳ) 約 t／約 m3 
ＣＲ, ＣＲＤハウジング, ＣＲ

Ｄガイドチューブの合計 

ＣＲ(Ｂ４Ｃ) 約 t／約 m3 ＣＲにおけるＢ４Ｃの重量 

炉心支持板／燃料支持

金具＋下部タイプレー

ト／上部タイプレート

(ＳＵＳ) 

約 t／約 m3 

炉心支持板：約 t 

燃料支持金具：約 t 

上部タイプレート：約 t 

下部タイプレート：約 t 

合 計
＊2

 約 t／約 m3 － 

注記＊1：重量から体積への換算は以下の密度（密度は温度によって変化するが，代

表値で一定とする）を用いているため，体積は参考値扱い。 

ＵＯ２ ：10.57(g/cm3) 

Ｚｒ ： 6.55(g/cm3) 

ＳＵＳ ： 7.75(g/cm3) 

Ｂ４Ｃ ： 2.38(g/cm3) 

＊2：ＭＡＡＰでは，Ｚｒ，ＳＵＳの酸化を考慮するため，原子炉格納容器下部

への落下重量は約 t となる。 
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表 3 溶融デブリの堆積高さ評価に係る近年得られた知見について 

項 目 概要 今回評価上の扱い 

溶融炉心の落下位置 平成 29 年 2 月の東京電力福島第一原

子力発電所第２号機における原子炉

格納容器下部の調査結果により，原

子炉格納容器下部の中心軸から外れ

た位置のグレーチングの落下が確認

されている。グレーチングの落下理

由の１つとして，原子炉圧力容器か

ら流出した溶融炉心が中心位置から

偏った位置に落下したことが考えら

れる。 

溶融炉心が原子炉圧力容

器下部の偏心位置から落

下したことを考慮した場

合，原子炉格納容器壁面

に近い方がより保守的な

条件であるため，溶融炉

心が最外周の制御棒駆動

機構位置から落下すると

仮定して，評価を行っ

た。 

堆積形状 PULiMS 実験は溶融物を水中に落下し

た実験であり，溶融デブリの堆積高

さと拡がり距離のアスペクト比とし

ては 1:18～1:14 程度となっている。 

溶融デブリの堆積形状と

して，保守的に，1:14

の円錐状に堆積すると仮

定して，評価を行った。 

図 1 溶融デブリと原子炉格納容器下部の構造の位置関係 
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図 2 溶融デブリの組成の推移 

図 3 デブリ堆積高さと原子炉格納容器下部開口部の高さ関係 
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添付 1 

デブリが原子炉圧力容器の偏心位置から落下し 

円錐状に堆積した場合のデブリ堆積高さの計算方法について 

仮に，溶融炉心が原子炉圧力容器の中心軸から偏心した位置から落下し，粒子化

して円錐状に堆積した場合のデブリ堆積高さの計算方法を以下に示す。 

1. 評価条件

今回評価ケースの評価条件を以下に示す。

・原子炉格納容器下部床面直径： m 

・円錐状デブリ頂点から原子炉格納容器下部壁面までの水平距離：約 m

（最外周の制御棒駆動機構位置から原子炉格納容器下部壁面までの水平距離） 

・円錐状デブリのアスペクト比： 高さ：直径＝1：14

（PULiMS の実験にて確認されているアスペクト比 1:14～1:18 のうち，保守的

に設定） 

・原子炉格納容器下部の構造物等(ＣＲＤ交換装置等)が溶融した場合のデブリ

増加を考慮したデブリ堆積高さ：約 m

・粒子化割合：0.38

・粒子状デブリのポロシティ：0.50

（PULiMS 実験の知見（0.29～0.37）及びＭＡＡＰコード説明書のデブリ除熱量

検討で想定している範囲（0.26～0.48）から保守的に設定）  

2. 評価方法

2.1 デブリ全体の体積 

原子炉格納容器下部構造物等が溶融し，デブリが粒子化割合[0.38]で粒子化

すると仮定した場合，粒子化したデブリ全体体積 V は以下の式で求められる。 

V=h×Ap×(Φent÷(1-P)+(1-Φent))  ··················· （1） 

Ap：原子炉格納容器下部床面積 約 [m2]  

h：原子炉格納容器下部の構造物等が溶融した場合のデブリ増加を考慮したデ

ブリ堆積高さ 約 [m] 

Φent：粒子化割合 0.38[-] 

P：ポロシティ 0.50[-] 
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2.2 円錐部分（図 1 の緑部分） 

円錐状デブリのアスペクト比を，高さ：直径＝1：14(高さ：半径=1：7)と想定

すると，その堆積高さは式(2)により計算できる。 

7

R
H lcn   ········································ （2）

Hlcn：円錐部分の高さ[m] 

R：円錐部分の半径 [m]  

((原子炉格納容器下部床面直径)-(円錐状デブリ頂点から内壁までの距離) 

= - = ) 

2.3 円柱部分（図 1 の赤部分） 

円柱部分の高さの計算に当たっては，同部分の体積を求める必要がある。こ

の体積は，全体の体積から円錐部分の体積を除くことで得られるため，まずは

円錐部分の体積を計算する。 

2.3.1 円錐部分の体積の計算 

図１のように，円錐部分(緑部分)を上下に分割することを考える。 

このとき，下部分は，格納容器下部床を底面積とする高さ M の円柱を斜

めに二等分した形状となるため，その体積は式(3)により計算できる。 

VBlcn=Ap×M÷2 ···································· （3） 

VBlcn：円錐部分の下側の体積[m3] 

Ap：原子炉格納容器下部底面積 約 [m2] 

M：円錐部分の下側の高さ 

（(2)で求めた円錐高さ，円錐頂点から原子炉格納容器下部壁面までの

水平距離及び円錐のアスペクト比より計算） 

また，上部分は，半径 R，高さ H lcn の円錐を，高さ M の位置から反対側

へ斜めに切り取った形状となり，その体積は，式(4)により計算できる。 

3

22

2

3 















mk

mk
HRV lcntlm

 ······················ （4）

V t lm：円錐部分の上側の体積[m3] 

R：円錐部分の半径 [m] 

Hlcn：円錐部分の高さ[m] 

M：円錐部分の下側の高さ[m] 

L：原子炉格納容器下部の直径 [m]
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2.3.2 円柱部分の体積の計算 

円柱部分(図 1 の赤部分)の体積は，デブリ全体体積 V から，2.3.1 で求め

た円錐部分の体積を差し引いたものとなり，式(5)により計算できる。 

 tlmBlcnlcy VVVV  ································ （5）

V lcy：円柱部分の体積[m3] 

V：デブリ全体体積[m3] 

VBlcn：円錐部分の下側の体積[m3] 

V t lm：円錐部分の上側の体積[m3] 

2.3.3 円柱部分の高さの計算 

2.3.2 で求めた円柱部分の体積及び原子炉格納容器下部底面積より，円柱

部分の高さは式(6)により計算できる。 

p

lcy

lcy
A

V
H   ········································· （6）

Hlcy：円柱部分の高さ 

V lcy：円柱部分の体積[m3] 

Ap：原子炉格納容器下部底面積 約 [m2] 

以上，2.3.2 及び 2.3.3 で求めた各部分の高さ（H lcn，H lcy）を合計するこ

とで，デブリ全体の堆積高さが計算される。 

3. 評価の保守性について

本評価は，下記の点で保守性を有している。

・ＲＰＶ破損及びデブリ落下位置が中心軸から外れた場合，ＲＰＶの曲率を考

慮すると，偏心位置でのデブリ落下量は減少すると考えられるが，本評価で

は保守的に偏心位置から全量が落下したものとしている。

・溶融炉心の落下後，ＭＣＣＩにより原子炉格納容器下部壁面を侵食し，原子炉

格納容器下部床面の半径は大きくなると，デブリ堆積高さは小さくなると考

えられる。デブリ堆積高さを保守的に評価するため，原子炉格納容器下部壁

面の侵食による原子炉格納容器下部床面の半径の拡大は考慮していない。

19



別紙 2－9 

図 1 偏心位置における円錐状のデブリ堆積状態の例 
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別紙 3 

コリウムシールド材料の選定に係る試験について

原子炉の重大事故等において，放射性物質が環境へ放出することを防ぐため，溶

融炉心による原子炉格納容器の侵食を抑制する静的デブリ冷却システムの開発に取

り組んでいる。溶融炉心を受け止めて保持する役割を担う耐熱材は，高融点でかつ

化学的安定性に優れていることが必要であることから，候補材としては， ，

，ＺｒＯ 2（ジルコニア）等が挙げられる。模擬溶融炉心と上記耐熱材との侵

食データを取ることを目的として，侵食試験を実施した。 

以下に溶融Ｚｒ及び模擬溶融炉心（ＵＯ 2－ＺｒＯ 2－Ｚｒ）による耐熱材侵食試験

の概要について示す。この結果より，コリウムシールド材料としてＺｒＯ 2 を選定し

た。 

1. 溶融Ｚｒによる耐熱材侵食試験

1.1 試験方法 

耐熱材には ， ，ＺｒＯ 2 の多孔質材料を用いた。模擬溶融炉心

の金属成分をるつぼに入れ，るつぼ上部に耐熱材試験片をセットする（図 1）。

これらを電気炉で加熱し，2000℃～2200℃の所定温度にして金属を溶かす。溶

融した金属中に耐熱材試験片を上部から挿入し，5 分間保持する。その後，試験

片を初期位置へ戻してから炉冷する。各種試験片について，冷却後に外観及び

試験片の残存状態を確認した。なお，溶融炉心の主な構成材料として，ＢＷＲで

使用されるＵＯ 2，Ｚｒ，ＺｒＯ 2，Ｆｅ等が想定されるが，試験においては，金

属成分は 100mol％Ｚｒとした。 

図 1 試験体系 

21



別紙 3－2 

1.2 試験結果 

図 2 に金属組成が 100mol％Ｚｒにおける試験後の耐熱材試験片の断面写真を

示す。侵食量は ＞ ＞ＺｒＯ 2 となり，ＺｒＯ 2， ，

の順に耐侵食性に優れていることが確認できた。 

図 2 溶融Ｚｒによる耐熱材侵食試験後の断面写真 

2. 模擬溶融炉心による耐熱材侵食試験

2.1 試験方法 

高融点材料にて製作したるつぼ内に円柱状に加工したＺｒＯ 2 耐熱材と模擬

溶融炉心粒子を所定の重量分装荷した。模擬溶融炉心の組成はＵＯ 2－ＺｒＯ 2－

Ｚｒ：30mol％－30mol％－40mol％とした。 

同るつぼを試験装置の誘導コイル内に設置して，誘導加熱により加熱を行っ

た。試験中の模擬溶融炉心の温度は，放射温度計により計測した。試験時の温度

は，放射温度計や熱電対にて計測している模擬溶融炉心の温度が，目標温度範

囲（2000℃～2100℃）に入るように温度制御を行った。温度保持時間は 10 分と

した。試験体系を図 3 に示す。 
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図 3 試験体系 

 

2.2 試験結果 

試験温度の推移を図 4 に示す。試験においては 2000℃～2050℃の範囲で，10

分程度温度が保持されていることを確認した。また，試験後のるつぼの断面写

真を図 5 に示す。ＺｒＯ 2 耐熱材の厚さが試験前から変わっていないことから，

模擬溶融炉心によるＺｒＯ 2 耐熱材の有意な侵食がないことが分かる。 

 

 

図 4 試験温度推移 

  

ZrO2耐熱材

模擬溶融炉心

放射温度計

るつぼ

熱電対
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図 5 模擬溶融炉心による耐熱材侵食試験後の断面写真 

3. 耐熱材への模擬溶融炉心落下試験

3.1 試験方法 

耐熱材に溶融炉心が接触した際の短期的な相互作用を確認するため，ＺｒＯ 2

耐熱材の上に模擬溶融炉心を落下させ，耐熱材の侵食量の測定，耐熱材侵食性

状や模擬溶融炉心の固化性状の分析などを実施した。模擬溶融炉心の組成はＵ

Ｏ 2－ＺｒＯ 2－Ｚｒ：30mol％－30mol％－40mol％とした。ＺｒＯ 2 耐熱材を内張

りしたコンクリートトラップの上部に電気炉を設置し，電気炉により加熱した

模擬溶融炉心をＺｒＯ 2 耐熱材上に落下させ，コンクリートトラップに設置した

熱電対によりＺｒＯ 2 耐熱材の温度を測定した。図 6 に試験装置を示す。 
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(a) 試験体系 

 

 

        

(b) 試験装置外観       (c) コンクリートトラップ内部 

 

図 6 試験装置 

 

3.2 試験結果 

試験温度推移を図 7 に示す。ＺｒＯ２耐熱材側面（模擬溶融炉心側）の温度を

測定する熱電対が模擬溶融炉心落下直後に最高温度約 2450℃を観測したことか

ら，落下してきた模擬溶融炉心温度は 2450℃以上であったと推測される。また，

試験後のコンクリートトラップ断面写真を図 8 に示す。模擬溶融炉心接触部か

ら最大で約 1cm が黒色化し，その周辺部が白色化していることが確認されたも

のの，顕著な耐熱材の侵食及び急激な入熱（熱衝撃）による耐熱材の割れは確認

されなかった。 

 

電気炉より 

模擬溶融炉心 

が流入 

コンクリート 

トラップ 

ＺｒＯ 2 耐熱材側面（模擬溶融炉心 

側）の温度測定用熱電対設置位置 

ＺｒＯ 2 耐熱材 

 

コンクリートトラップ  

側壁耐熱材(ＺｒＯ 2) 

床面耐熱材(ＺｒＯ 2) 

電気炉より 

模擬溶融炉心 

が流入 
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別紙 3－6 

図 7 試験温度推移 

図 8 耐熱材への模擬溶融炉心落下試験後の断面写真 

一般に，ＺｒＯ 2 には還元雰囲気で高温に暴露されると材料中に酸素欠損が起

こり，変色する特性があることが知られている。試験においては，計測された模

擬溶融炉心の温度が 2450℃以上と高温であり，かつ模擬溶融炉心中には金属Ｚ

ｒが存在することから，模擬溶融炉心中の金属ＺｒによってＺｒＯ 2 耐熱材の表

面で還元反応が起こり，酸素欠損が生じたと推測される。しかしながら，黒色部

について X 線回折分析を行った結果，耐熱材表面の組成に有意な変化が確認さ

れなかったことから，欠損した酸素の量は微量であり，ＺｒＯ 2 耐熱材の耐熱性

能に影響はないと考えられる（図 9）。 

なお，原子炉格納容器下部には水プールが存在するため，原子炉格納容器下

部に落下してきた溶融炉心中に残存する未酸化の金属Ｚｒは，水との反応によ

って酸化されると想定される。ＭＡＡＰ解析の結果から，原子炉格納容器下部

に落下してきた溶融炉心は，2000℃を超える高い温度でコリウムシールドと数

十分接触する可能性があるが，上述のとおり，溶融炉心中の金属Ｚｒは酸化さ

れていると考えられることから，事故時に溶融炉心がコリウムシールドと接触

したとしても，ＺｒＯ 2 耐熱材の表面が還元されることによる影響は軽微である

と考えられる。 

ＺｒＯ 2 耐熱材側面（模擬溶融炉心側）の温度 
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別紙 3－7 

図 9 耐熱材表面の成分分析結果 
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別紙 3－8 

4. まとめ

上記試験結果から，溶融炉心に対して高い耐性を有しているＺｒＯ 2 耐熱材を，

コリウムシールドに用いる材料として選定した。

注 ：本試験は，中部電力(株)，東北電力(株)，東京電力ホールディングス(株)，

北陸電力(株)，中国電力(株)，日本原子力発電(株)，電源開発(株)，(一

財)エネルギー総合工学研究所，東芝エネルギーシステムズ(株)，日立Ｇ

Ｅニュークリア・エナジー(株)が実施した共同研究の成果の一部である。
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別紙 4－1 

別紙 4 

コリウムシールドに使用する耐熱材の管理について 

 

1. はじめに 

本資料は，コリウムシールド向けのＺｒＯ 2（ジルコニア）耐熱材を導入するに

あたって，ＺｒＯ 2 含有量の影響について検討したものである。 

 

2. ＺｒＯ 2 耐熱材の侵食挙動に関する知見（試験の概要） 

耐熱材の侵食挙動に関して，国内外で実施された主な試験概要を示す。 

 

2.1 静的デブリ冷却システムの開発 Ph-1 

国内においては，国プロ/電共研試験（以下「国プロ試験」という。）で，耐熱

材の化学侵食や熱的侵食に対する試験（共晶試験，化学侵食試験，高温物性測定

試験）等を実施し，侵食評価モデルを検討した。また，侵食評価モデルの検証の

ため，模擬デブリと耐熱材の相互作用試験を実施した。 

耐熱材候補としては，ＺｒＯ 2， ，

を対象とし，模擬溶融炉心を用いて，耐熱材の侵食挙動を調べ

た。 

国プロ試験では，溶融金属ジルコニウム（Ｚｒ）への浸漬試験，模擬溶融炉心

との相互作用試験等が実施され，溶融炉心に対する耐性の観点で，ＺｒＯ 2 を主

成分とした耐熱材が最も優れていると判断された。 

また，2100℃の金属Ｚｒ100％の条件で，ＺｒＯ 2 耐熱材試験片を浸漬しても

当初の形状を保つ結果が得られており，この結果に基づき，ＺｒＯ 2 耐熱材の侵

食開始温度（融点）を保守側に 2100℃と設定している。 

なお，国プロ試験で用いられたＺｒＯ 2 耐熱材のＺｒＯ 2 含有率のサンプル分

析では約 93％となっている。 

 

2.2 CIT 実験 

欧州においても，模擬溶融炉心とＺｒＯ 2 耐熱材の侵食挙動に関し，CIT 実験

が実施されている。CIT 実験では，模擬溶融炉心とＺｒＯ 2 耐熱材を最長 10 時間

程度接触させ，模擬溶融炉心の表面温度と侵食量の推移が測定された。CIT-9 実

験（他の試験条件に比べ，実機ＢＷＲの溶融炉心組成に近いが，酸化鉄の成分が

ＢＷＲ条件よりも多く，ＺｒＯ 2 耐熱材の侵食にとっては厳しい条件）では，Ｚ

ｒＯ 2 耐熱材の最終的な侵食量が 22.5mm，最大の侵食速度は 0.18mm/min と報告

されている。 

なお，CIT 実験で用いられたＺｒＯ 2 耐熱材のＺｒＯ 2 純度は 94.7％となって

いる。 
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3. ＺｒＯ 2 含有量の影響度合い 

3.1 ＺｒＯ 2 含有量と侵食量について 

国プロ試験で使用したＺｒＯ 2 耐熱材は，製造上におけるＺｒＯ 2 含有量の管

理値として 90％以上（国プロ試験でのサンプル分析では約 93％）としている。 

国プロ試験では，実機ＢＷＲの溶融炉心の組成に比べて，ＺｒＯ 2 耐熱材に対

する還元性の観点で非常に保守側の条件である金属Ｚｒ100％の溶融金属に浸

漬した結果，2100℃でＺｒＯ 2 耐熱材の健全性が確認されている。 

コリウムシールドの設計においては，国プロ試験で健全性が確認されている

2100℃を侵食開始温度と設定し評価を行っており，保守的条件でもＺｒＯ 2 耐熱

材の侵食量は mm 以下であることが確認されている。 

なお，ＺｒＯ 2 の融点は約 2700℃であり，ドライ条件で 2450℃以上の模擬溶

融炉心による侵食試験でも顕著な侵食がないことを確認していることから，侵

食開始温度 2100℃は保守的な設定となっている。 

上記より，島根原子力発電所第２号機のコリウムシールドに用いるＺｒＯ 2 耐

熱材については，国プロ試験の結果に基づき保守的に侵食開始温度が設定され

ていること，侵食量（ mm 以下）に対して設計厚さ（ mm）は十分であるこ

とから，国プロ試験で使用したＺｒＯ 2 耐熱材を採用する計画である。 

島根原子力発電所第２号機で採用している耐熱材については，国プロ試験で

使用した耐熱材と同じ製造メーカ製品を採用している。製造能力の関係から，

調達上のＺｒＯ 2 含有量管理値は 90％以上としているが，実機に使用している耐

熱材のＺｒＯ 2 含有量を実際に測定した結果，国プロ試験でのサンプル分析で得

られた結果と同等以上であったことから，溶融物に対する耐侵食性は，国プロ

試験耐熱材と同等の性能を有していると考える。 

 

3.2 ＺｒＯ 2 含有量が低下した場合の他の成分の影響 

Ｚｒの含有量が低い場合に，Ｚｒ以外の成分のうち含有量が高くなる可能性

がある成分としては，添加剤であるＣａが考えられる。ＣａについてはＺｒＯ 2

の相変態による体積変化を起こし難くするために安定化元素として添加してい

るものであり，ＺｒＯ 2 耐熱材の性質に悪影響を与えるような成分ではない。そ

の他の不純物については，ＺｒＯ 2 の原料粉に含まれているものであり，これら

については含有量を抑えるように管理していることからＺｒＯ 2 耐熱材の機能

に影響を与えることはない。 
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1. 局所エリアの漏えいガスの滞留

1.1 評価対象 

別添 1「2.2.1(2)漏えい箇所」に示す原子炉格納容器からの水素漏えいが想定される箇

所のうち，小部屋形状となっている漏えい箇所（以下「局所エリア」という。）について

は，漏えいガスが滞留する可能性があるため，各局所エリアにおいて漏えいガスの滞留が

無いことを GOTHIC コードによる解析により確認する。表 1－1に評価対象とする局所エリ

アを示す。

なお，シールドプラグが置かれた状態の原子炉ウェル部については，原子炉格納容器ド

ライウェル主フランジからの水素漏えいが想定されるが，シールドプラグに気密性がない

ことから，評価対象から除外した。 

表 1－1 評価対象の局所エリア 

階数 漏えい箇所 局所エリア名称 空間容積（m3） 

2 階 
逃がし安全弁搬出 

ハッチ
SRV 補修室 1076 

1 階 

制御棒駆動機構搬出 

ハッチ
CRD 補修室 379 

所員用エアロック 
所員用 

エアロック室
37 

1.2 解析条件 

1.2.1 解析モデル 

各局所エリアは，開口部等（扉の隙間や給排気ダクト）を通じて，通路及び原子炉

建物原子炉棟 4階とつながっていることから，圧力境界条件を設けて局所エリア外部

との流出入をモデル化する。また，流入境界条件を設けて原子炉格納容器からのガス

の漏えいをモデル化する。 

解析モデル概略及びメッシュ図を図 1－1及び図 1－2，漏えい箇所及び局所エリア

の位置を図 1－3及び図 1－4に示す。 

エリア内は断熱とし，構造物のヒートシンク，壁を介した隣接エリアの伝熱はモデ

ル化しない。また，伝熱による蒸気の凝縮分だけ水素濃度が高くなると考えられるこ

とから，保守的に評価するため，蒸気の 100％凝縮を仮定した漏えい条件を想定する。 

図 1－1 SRV 補修室及び CRD 補修室の解析モデル概略及びメッシュ図 
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図 1－2 所員用エアロック室の解析モデル概略及びメッシュ図 

図 1－3 原子炉建物 1階 

図 1－4 原子炉建物 2階 

CRD補修室

所員用エアロック室

制御棒駆動機構搬出ハッチ

所員用エアロック

逃がし安全弁搬出ハッチ

SRV補修室
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1.2.2 解析条件 

解析条件を表 1－2に示し，隣接エリアとつながる開口部の開口面積を表 1－3に示

す。 

各局所エリアの漏えい量は，全漏えい量を各漏えい箇所の周長割合で分配して計算

する。なお，漏えいの分配条件は別添 1「2.2.1(2)漏えい箇所 表 2－10」と同様で

ある。 

表 1－2 解析条件 

No. 項目 解析条件 備考 

1 各局所エリアの条件 
(1)圧力（初期条件）
(2)温度（初期条件）
(3)組成（初期条件）
(4)空間容積（固定）
(5)開口面積（固定）

101.325kPa 
40℃ 
相対湿度 100%の空気 
表 1－1参照 
表 1－3参照 

大気圧 
想定される高めの温度として設定 
想定される高めの湿度として設定 

2 圧力境界条件 
(1)圧力（固定）
(2)温度（固定）
(3)組成（固定）
(4)圧力損失

101.325kPa 
40℃ 
相対湿度 100%の空気 
圧力損失を考慮 

大気圧 
想定される高めの温度として設定 
想定される高めの湿度として設定 

3 流出条件 
（外部への漏えい） 
(1)流出条件

圧力損失なし 

表 1－3 開口面積 

局所エリア名称 開口面積（m2） 備考 

SRV 補修室 － 圧力境界条件として設定 

CRD 補修室 － 圧力境界条件として設定 

所員用エアロック室 
給気ダクト：0.0225 
排気ダクト：0.0225 

給気ダクト：0.15m×0.15m=0.0225m2

排気ダクト：0.15m×0.15m=0.0225m2 

1.2.3 漏えい条件 

有効性評価シナリオ包絡条件における漏えい条件を表 1－4から表 1－6に示す。 

また，原子炉格納容器から各局所エリアへの漏えい量を表1－7及び表1－8に示す。 

表 1－4 有効性評価シナリオ（残留熱代替除去系を使用しない場合） 

包絡条件における漏えい条件 

項目 

解析条件 

0～ 

2 時間 

2～ 

15 時間 

15 

～40 時間 

40～ 

96 時間 

96～ 

168 時間 

圧力 
427kPa 

(1Pd) 

427kPa 

(1Pd) 

853kPa 

(2Pd) 

853kPa 

(2Pd) 

85.3kPa 

(0.2Pd) 

温度 200℃ 200℃ 200℃ 200℃ 171℃ 

水蒸気分率 90vol% 96vol% 96vol% 92vol% 100vol% 

水素分率 10vol% 4vol% 4vol% 8vol% 0vol% 

原子炉格納容器

漏えい率 
0.5%/day 0.5%/day 1.3%/day 1.3%/day 0.5%/day 
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表 1－5 有効性評価シナリオ（残留熱代替除去系を使用する場合） 

包絡条件（ドライウェル）における漏えい条件 

項目 

解析条件 

0～ 

1 時間 

1～ 

15 時間 

15 

～24 時間 

24～ 

168 時間 

圧力 
384.3kPa 

(0.9Pd) 

384.3kPa 

(0.9Pd) 

341.6kPa 

(0.8Pd) 

341.6kPa 

(0.8Pd) 

温度 200℃ 200℃ 150℃ 150℃ 

水蒸気分率 85vol% 93vol% 93vol% 93vol% 

水素分率 15vol% 7vol% 7vol% 7vol% 

原子炉格納容器 

漏えい率 
0.85%/day 0.82%/day 0.73%/day 0.73%/day 

 

表 1－6 有効性評価シナリオ（残留熱代替除去系を使用する場合） 

包絡条件（サプレッションチェンバ）における漏えい条件 

項目 

解析条件 

0～ 

1 時間 

1～ 

15 時間 

15 

～24 時間 

24～ 

168 時間 

圧力 
384.3kPa 

(0.9Pd) 

384.3kPa 

(0.9Pd) 

341.6kPa 

(0.8Pd) 

341.6kPa 

(0.8Pd) 

温度 200℃ 200℃ 150℃ 150℃ 

水蒸気分率 80vol% 80vol% 80vol% 85vol% 

水素分率 20vol% 20vol% 20vol% 15vol% 

原子炉格納容器 

漏えい率 
0.87%/day 0.87%/day 0.78%/day 0.76%/day 

 

表 1－7 有効性評価シナリオ（残留熱代替除去系を使用しない場合） 

包絡条件における原子炉格納容器から各局所エリアへの漏えい量 

局所エリア名称 
ガス漏えい量[kg/s] 

0～2 時間 2～15 時間 15～40 時間 40～96 時間 96～168 時間 

SRV 補修室 1.45×10-6 5.81×10-7 2.73×10-6 5.46×10-6 0 

CRD 補修室 1.05×10-6 4.19×10-7 1.97×10-6 3.94×10-6 0 

所員用エアロック室 1.94×10-6 7.74×10-7 3.64×10-6 7.28×10-6 0 

  

表 1－8 有効性評価シナリオ（残留熱代替除去系を使用する場合） 

包絡条件における原子炉格納容器から各局所エリアへの漏えい量 

局所エリア名称 
ガス漏えい量[kg/s] 

0～1 時間 1～15 時間 15～168 時間 

SRV 補修室 3.40×10-6 1.53×10-6 1.39×10-6 

CRD 補修室 2.46×10-6 1.11×10-6 1.00×10-6 

所員用エアロック室 4.54×10-6 2.04×10-6 1.86×10-6 

 

1.3 解析結果 

各局所エリアにおける水素濃度の時間変化及び燃焼判定図を図 1－5から図 1－16 に示

す。なお，燃焼判定図については，事故発生 168 時間後までのガス組成のプロットが爆轟

領域及び爆燃領域に入っていないことを確認することに用いる。 

解析の結果，残留熱代替除去系を使用する場合の各局所エリアの水素濃度は，全体的に
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上昇傾向となるものの，事故発生 168 時間後の時点では可燃限界未満となった。 

また，残留熱代替除去系を使用しない場合の各局所エリアの水素濃度は，解析上の格納

容器ベント想定時刻である 96 時間後までは全体的に上昇傾向となるものの，その後，ほ

ぼ一定で推移し可燃限界未満となった。 

水素濃度が上昇傾向となる理由として，別添 l「2.2.1(1) 原子炉格納容器漏えい条件

図 2－6,図 2－7,図 2－10 及び図 2－11」のとおり，事故発生 6時間後から 24時間後まで

は，ドライウェル側で発生した水素がサプレッションチェンバ側に流出するため，ドライ

ウェル側に水素はほとんど存在しなくなるが，解析上は水素濃度が高くなるようにガス組

成を保守側に包絡するように設定していること，また，表 1－3 のとおり，SRV 補修室と

CRD 補修室も開口を期待できるが，期待しないとしていることで保守性を持たせているこ

とに加えて，全室とも入室扉の隙間からも水素が排出されることから，実際の水素濃度上

昇は緩やかになるものと考えられる。 

以上のことから，各局所エリアに漏えいした水素は，ダクト等を通じて最終的に原子炉

建物原子炉棟 4階に設置された静的触媒式水素処理装置に導かれるため，各局所エリアで

の水素滞留のおそれはない。 

なお，各局所エリアの天井付近には，それぞれ水素濃度計を設置する設計としており，

これらの水素濃度計により，万一，各局所エリアでの水素滞留が発生した場合においても，

速やかに検知が可能である。 
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図 1－5 SRV 補修室の水素濃度の時間変化 

（有効性評価シナリオ（残留熱代替除去系を使用しない場合）包絡条件） 

 

 

 

図 1－6 SRV 補修室の燃焼判定図 

（有効性評価シナリオ（残留熱代替除去系を使用しない場合）包絡条件）  

可燃限界 
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図 1－7 SRV 補修室の水素濃度の時間変化 

（有効性評価シナリオ（残留熱代替除去系を使用する場合）包絡条件） 

 

 

 

図 1－8 SRV 補修室の燃焼判定図 

（有効性評価シナリオ（残留熱代替除去系を使用する場合）包絡条件） 

 

  

可燃限界 
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図 1－9 CRD 補修室の水素濃度の時間変化 

（有効性評価シナリオ（残留熱代替除去系を使用しない場合）包絡条件） 

 

 

 

図 1－10 CRD 補修室の燃焼判定図 

（有効性評価シナリオ（残留熱代替除去系を使用しない場合）包絡条件） 

 

  

可燃限界 

40



 

9 

 

図 1－11 CRD 補修室の水素濃度の時間変化 

（有効性評価シナリオ（残留熱代替除去系を使用する場合）包絡条件） 

 

 

 

図 1－12 CRD 補修室の燃焼判定図 

（有効性評価シナリオ（残留熱代替除去系を使用する場合）包絡条件） 

 

  

可燃限界 
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図 1－13 所員用エアロック室の水素濃度の時間変化 

（有効性評価シナリオ（残留熱代替除去系を使用しない場合）包絡条件） 

 

 

 

図 1－14 所員用エアロック室の燃焼判定図 

（有効性評価シナリオ（残留熱代替除去系を使用しない場合）包絡条件） 

 

  

可燃限界 
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図 1－15 所員用エアロック室の水素濃度の時間変化 

（有効性評価シナリオ（残留熱代替除去系を使用する場合）包絡条件） 

 

 

 

図 1－16 所員用エアロック室の燃焼判定図 

（有効性評価シナリオ（残留熱代替除去系を使用する場合）包絡条件） 

 

  

可燃限界 
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1.4 重力ダンパ付き排気ダクト内における水素滞留について 

SRV 補修室のダクトに設置された重力ダンパの配置を図 1－17 に示す。SRV 補修室のダ

クトに設置された重力ダンパは，汚染の可能性の低い SRV 補修室から汚染の可能性の高い

配管室及び A-RHR バルブ室に移送給気していることから，汚染拡大防止の観点より，逆流

を防止する目的で設置している。なお，重力ダンパは，片方向からの風のみを通し，逆向

きの風が流れないように羽根が自重で閉じられる構造であり，約 20～30Pa の圧力差で羽

根が開く。図 1－18に重力ダンパの構造図を示す。 

SRV 補修室では，排気ダクトの水平部及び鉛直部に重力ダンパが設置されている。水平

部に関しては，SRV 補修室側に重力ダンパを設置しており，ダクト内に水素滞留が発生す

る可能性はないものと考えられる。鉛直部に関しては，凸型上部に重力ダンパが設置され

ていることから水素滞留が発生することが考えられるが，水素の可燃限界である 4vol%に

到達することはないことを確認している（「参考評価」参照）。 

 

SRV 補修室（平面図） 

 

SRV 補修室（A-A 断面） 

 

【凡例】 

重力ダンパ（水平） 

重力ダンパ（鉛直） 

 

図 1－17 SRV 補修室のダクトに設置された重力ダンパの配置 

  

逃がし安全弁搬出ハッチ 

A-RHR バルブ室 

配管室 配管室 

SRV 補修室 

SRV 補修室 
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A－A断面       

（単位：mm） 

(1) 重力ダンパ（水平） 

 

 

 

 

B－B断面      

（単位：mm） 

(2) 重力ダンパ（鉛直） 

 

 

図 1－18 重力ダンパの構造図 

  

233.2 155 
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200 

A 

A 

B 

B 
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2. 原子炉建物水素濃度の適用性について 

2.1 原子炉建物水素濃度について 

原子炉建物水素濃度は，炉心の著しい損傷が発生した場合に，原子炉建物原子炉棟内に

発生する水素を監視する目的で，水素濃度が変動する可能性のある範囲で測定できる設計

としている。 

 

2.2 計測範囲の考え方 

炉心損傷時に原子炉格納容器内に発生する水素が原子炉建物原子炉棟に漏えいした場

合に，PAR による水素濃度低減（可燃限界である 4vol%未満）をトレンドとして連続的に

監視できることが主な役割であることから，以下を計測可能な範囲とする。 

・原子炉建物水素濃度（原子炉建物原子炉棟地下 1階）：0～10vol% 

・原子炉建物水素濃度（原子炉建物原子炉棟 4階，2階及び 1階）：0～20vol% 

 

2.3 水素濃度計の測定原理 

2.3.1 原子炉建物水素濃度（原子炉建物原子炉棟地下 1階） 

原子炉建物原子炉棟地下 1階に設置する水素濃度計は，触媒式の検出器を用いる。 

触媒式の水素検出器は，検知素子と補償素子が図 2－1 に示すようにホイートスト

ンブリッジ回路に組み込まれている。検知素子は触媒活性材でコーティングされてお

り，水素が検知素子に触れると触媒反応により空気中の酸素と結合し，発熱して検知

素子温度が上昇する。検知素子温度が上昇することにより，検知素子の抵抗値が変化

するとブリッジ回路の平衡がくずれ，信号出力が得られる。水素と酸素の結合による

発熱量は水素濃度に比例するため，検知素子の温度変化による抵抗値変化を水素濃度

として測定できる。 

また，水素による検知素子の温度上昇と環境温度の上昇を区別するため，素子表面

に触媒層を有さない補償素子により環境温度の変化による検知素子の抵抗値変化は

相殺される。 

 

 
図 2－1 原子炉建物水素濃度（触媒式）検出回路の概要図 
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2.3.2 原子炉建物水素濃度（原子炉建物原子炉棟 4階，2階及び 1階） 

原子炉建物原子炉棟 4階，2階及び 1階に設置する水素濃度計は，熱伝導式のもの

を用いる。 

熱伝導式の水素検出器は，検知素子と補償素子が図 2－2 のようにホイートストン

ブリッジ回路に組み込まれている。検知素子側は，原子炉建物原子炉棟内雰囲気ガス

が触れるようになっており，補償素子側は基準となる標準空気が密閉され，測定ガス

は直接接触しない構造になっている。このため，水素が検知素子に接触することで，

補償素子と接触している基準となる標準空気との熱伝導度の違いから温度差が生じ，

抵抗値が変化し，ブリッジ回路の平衡がくずれ，信号出力が得られる。検知素子に接

触するガスの熱伝導度は水素濃度に比例するため，検知素子の温度変化による抵抗値

変化を水素濃度として測定できる。 

また，補償素子の標準空気容器の外側には測定ガスが同様に流れ，温度補償は考慮

された構造となっている。 

熱伝導式水素検出器は，標準空気に対する測定ガスの熱伝導率の差が大きいことを

利用しているものである。水素の熱伝導率は，約 0.18W/m･K（27℃において）である

一方，酸素及び窒素は，約 0.02W/m･K（27℃において）と水素より 1桁小さく，これ

らのガス成分の変動があっても水素濃度計測に対する大きな誤差にはならない。 

 

 

図 2－2 原子炉建物水素濃度（熱伝導式）検出回路の概要図 

 

2.4 設置（変更）許可申請における審査資料からの配置図見直しについて 

原子炉建物原子炉棟 2 階及び非常用ガス処理系吸込配管近傍に設置する原子炉建物水

素濃度検出器の配置図について，設置（変更）許可申請における審査資料（島根原子力発

電所２号炉 重大事故等対処設備について 補足説明資料 53 条 水素爆発による原子炉建

物等の損傷を防止するための設備）からの見直しを行ったため，変更内容を表 2－1 に示

す。
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3. 触媒基材（アルミナ）について 

浜岡原子力発電所 4号機及び 5号機で気体廃棄物処理系（以下「OG 系」という。）の水素

濃度が上昇する事象が発生したが，推定原因として，製造段階での触媒担体（アルミナ）の

ベーマイト化及びシロキサンの存在が挙げられており，2つの要因が重畳した結果，OG系の

排ガス再結合器触媒の性能低下に至ったものと報告されている。 

浜岡原子力発電所の事象では，触媒基材の製造工程において，SCC 対策として温水洗浄が

実施されており，その際，アルミナの一部がベーマイト化したことが確認されている（表 3

－1参照）。 

NIS 社製の PAR は，触媒基材の製造工程において温水洗浄のプロセスがないこと（表 3－1

参照），X 線回折分析によりベーマイトがないことが確認されているため，ベーマイト化に

よる触媒の性能低下については，対策済みである。 

 

表 3－1 触媒の製造プロセスの比較 

触媒 製造プロセス 

OG 系 

排ガス 

再結合器 

 

PAR 

 

[引用文献] 

・中部電力株式会社 2009 年 6月 23 日プレスリリース参考資料「浜岡原子力発電所 4,5 号機

気体廃棄物処理系における水素濃度の上昇に対する原因と対策について」 
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4. 原子炉ウェル代替注水系について 

原子炉ウェル代替注水系は，重大事故等時において，ドライウェル主フランジを冷却する

ことで原子炉格納容器外への水素漏えいを抑制し，原子炉建物原子炉棟の水素爆発を防止す

る機能を有するものであり，自主対策設備として設置する。原子炉ウェル代替注水系は図 4

－1に示すように，原子炉ウェルに水を注水することで，ドライウェル主フランジを外側か

ら冷却することができる。 

ドライウェル主フランジは事故時の過温・過圧状態に伴うフランジ開口で，シール材が追

従できない程の劣化があると，閉じ込め機能を喪失する。このシール材は，以前はシリコン

ゴムを採用していたが，原子炉格納容器閉じ込め機能の強化のために耐熱性，耐蒸気性，耐

放射線性に優れた改良EPDM製シール材に変更し，閉じ込め機能強化を図っている。改良EPDM

製シール材は200℃の蒸気が7日間継続しても閉じ込め機能が確保できることを確認してい

るが，シール材の温度が低くなると，熱劣化要因が低下し，閉じ込め機能もより健全となり，

原子炉建物原子炉棟への水素漏えいを抑制できる。 

このことから，設置許可基準規則第 53 条（水素爆発による原子炉建屋等の損傷を防止す

るための設備）に対する自主対策設備として，重大事故等時に原子炉ウェルに注水し，原子

炉格納容器外側からドライウェル主フランジを冷却し水素漏えいを抑制することを目的と

して原子炉ウェル代替注水系を設置する。 

 

図 4－1 原子炉ウェル代替注水系の概要図 

 

4.1 原子炉ウェル代替注水系の設計方針について 

原子炉ウェル代替注水系は，原子炉ウェルに水を注水し，ドライウェル主フランジシー

ル材を原子炉格納容器外側から冷却することを目的とした系統である。 

原子炉ウェル代替注水系は，大量送水車，接続口等で構成しており，重大事故等時にお

いて，代替淡水源（輪谷貯水槽（西１）及び輪谷貯水槽（西２））の水，又は海水を原子

炉ウェルに注水しドライウェル主フランジを冷却することで，ドライウェル主フランジか

らの水素漏えいを抑制する設計とする。 
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4.2 原子炉ウェル代替注水系の効果について 

重大事故等時における格納容器過温・過圧事象においてドライウェル主フランジの閉じ

込め機能を強化するために格納容器限界温度（200℃）が 7 日間継続したとしても健全性

が確認できている改良 EPDM 製シール材を取り付ける。 

これにより，ドライウェル主フランジからの水素ガス漏えいポテンシャルは低減してい

るが，原子炉ウェル代替注水系により原子炉ウェルに常温の水を注水することで冷却効果

が得られるため，水素ガスの漏えいを更に抑制することが可能である。よって，原子炉ウ

ェル代替注水系は，原子炉建物原子炉棟の水素爆発防止対策の 1つとして効果的である。 

 

4.3 原子炉ウェル注水による原子炉格納容器への影響について 

原子炉ウェル代替注水系は，原子炉格納容器温度が 200℃のような過温状態で常温の水

を原子炉ウェルに注水することから，ドライウェル主フランジ部を急冷することにより原

子炉格納容器閉じ込め機能に影響が無いかについて評価を行った。 

 

4.3.1 評価方法 

原子炉格納容器過温時に原子炉ウェルに注水することで，低温の水がドライウェル

主フランジに与える熱的影響を評価する。原子炉格納容器への影響としては鋼材部の

熱影響が考えられるため，影響する可能性がある部位としてはドライウェル主フラン

ジ及びドライウェル主フランジ締付ボルトが挙げられる。このうち，体積が小さい方

が水により温度影響を受けるため，評価対象としてドライウェル主フランジ締付ボル

トを選定し，ドライウェル主フランジ締付ボルトの急冷による熱的影響を評価する。 

 

4.3.2 評価結果 

原子炉ウェル代替注水系によるドライウェル主フランジ締付ボルト冷却時の発生

応力について表 4－1 に示す。評価結果から，ボルトが 200℃から 20℃まで急冷され

た場合でも，応力値は降伏応力を下回っておりボルトが破損することはない。 

 

表 4－1 ドライウェル主フランジ締付ボルトの熱収縮による応力評価結果 

項目 記号 単位 値 備考 

材料 － － SNCM439 
ドライウェル主フランジ締

付ボルトの材料 

ヤング率 E MPa 192000  

熱膨張率 α MPa 1.254×10-5  

温度差 ΔT K 180 
水温 20℃とし，原子炉格納

容器温度 200℃時の温度差 

ひずみ ε － 2.26×10-3 ε=α・ΔE 

応力 σ MPa 434 σ=E・α・ΔE 

設計降伏点 Sy MPa 754 SNCM439（200℃） 

設計引張応力 Su MPa 865 SNCM439（200℃） 
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また，原子炉ウェル代替注水系は原子炉ウェルに注水しドライウェル主フランジを

冷却するため，原子炉格納容器を除熱することによる原子炉格納容器負圧破損への影

響が懸念される。この原子炉格納容器の負圧破損に対する影響について検討した結果，

原子炉ウェルに注水しドライウェル主フランジを冷却することによる原子炉格納容

器除熱効果は除熱量 1MW 以下と小さく，7日後の崩壊熱約 7.2MW に対して十分低いこ

とが確認できており，原子炉格納容器を負圧にするような悪影響はない。 

 

4.3.3 まとめ 

上記の結果から，原子炉ウェル代替注水系による急冷により原子炉格納容器の閉じ

込め機能に悪影響を与えることはない。また，低炭素鋼の延性－脆性遷移温度は一般

的に約-10℃以下であり，水温はこの温度領域以上であるため脆性の影響もないと考

えられる。 

 

4.4 原子炉ウェル代替注水系の監視方法について 

原子炉ウェル代替注水系の使用時における監視は，大量送水車付属の流量計，原子炉ウ

ェル水位計と，ドライウェル温度（ＳＡ）（ドライウェル上部温度）により行う。 

大量送水車で注水する際に流量計で注水流量を調整し，原子炉ウェル水位計により原子

炉ウェル水位を監視すると同時に，ドライウェル温度（ＳＡ）（ドライウェル上部温度）

の指示によりドライウェル主フランジが冷却されていることを確認し，原子炉ウェル代替

注水系の効果を監視する。 

 

4.5 原子炉ウェル代替注水系の効果を考慮した水素挙動について 

原子炉ウェル代替注水系の効果により，原子炉建物原子炉棟 4階に直接，水素ガスが漏

えいしなくなった場合，下層階からの漏えい量が増加することで，下層階において水素濃

度が可燃限界に到達するおそれがある。 

上記の影響を確認するため，漏えい箇所を下層階（2 階，1階，地下 1 階）のみとした

ケースの評価を実施した。漏えい箇所以外の条件は別添 1「2.2.2 解析結果 表 2－11」

のケース 1と同様である。水素濃度の解析結果を図 4－2に示す。 

 

図 4－2 水素濃度の時間変化（原子炉建物原子炉棟全域） 

解析上のベント想定時刻 
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下層階のみから水素ガスが漏えいした場合においても，大物搬入口及びトーラス室上部

ハッチを通じて原子炉建物原子炉棟 4階まで水素ガスが到達することにより，下層階で水

素が滞留することはなく，可燃限界である 4.0vol%に到達しない結果となった。 

さらに，原子炉ウェル代替注水系の効果により，原子炉ウェルに溜まった水が蒸発し，

原子炉建物原子炉棟 4 階に水蒸気が追加で流入した場合の水素挙動の影響を確認するた

め，原子炉ウェルの水が蒸発し，事故発生直後から原子炉建物原子炉棟 4階に水蒸気が流

入するとした場合の評価を実施した。水蒸気追加流入以外の条件は図 4－2 に示した解析

と同様である。水素濃度の解析結果を図 4－3に示す。 

 

図 4－3 水素濃度の時間変化（原子炉建物原子炉棟全域，原子炉ウェル蒸発） 

 

原子炉ウェルの水が蒸発して水蒸気の追加流入が発生した場合においては，原子炉建物

原子炉棟 4階への水素流入は緩やかになるが，大物搬入口及びトーラス室上部ハッチを通

じて原子炉建物原子炉棟 3階以下で水素濃度が均一化される効果と相まって，可燃限界で

ある 4.0vol%に到達しない結果となった。 

以上のことから，原子炉ウェル代替注水系によって下層階での水素爆発のおそれはなく，

悪影響はない。 

  

解析上のベント想定時刻 
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5. 可搬式窒素供給装置について 

可搬式窒素供給装置は，炉心の著しい損傷が発生した場合において，原子炉格納容器内に

おける水素爆発による破損を防止できるように，原子炉格納容器内を不活性化するための設

備として，可搬式窒素供給装置を設置する。原子炉格納容器内の水素燃焼防止のための運用

に当たっては，原子炉格納容器内へ不活性ガスである窒素を注入することで，原子炉格納容

器内の水素濃度及び酸素濃度を可燃限界未満にできる設計とする。 

可搬式窒素供給装置は，1台あたり，純度約 99.9vol%にて 100m3/h[normal]の流量で原子

炉格納容器に窒素注入が可能な能力を有している。 

 

5.1 窒素製造プロセス 

可搬式窒素供給装置は，圧力変動吸着（ＰＳＡ：Pressure Swing Adsorption）方式の

窒素ガス発生装置であり，圧力変動を利用して空気中の酸素分子を吸着し，残りの窒素ガ

スと分離することにより窒素を発生させる。 

空気圧縮機による加圧下で吸着，減圧下で吸着材の再生（脱着）工程を繰り返し行うこ

とで，純度の高い窒素ガスを連続して発生することが可能である。 

圧力変動吸着方式による窒素ガス供給原理を図 5－1に示す。 

 

図 5－1 圧力変動吸着方式による窒素ガス供給原理 

 

5.2 重大事故等時の格納容器内水素濃度及び酸素濃度低減性能 

可搬式窒素供給装置による原子炉格納容器内の水素低減性能の評価については，当該機

器が水素爆発による原子炉格納容器の破損防止に有効であることは，設置（変更）許可に

おける添付書類十「Ⅱ 3.2.1 雰囲気圧力・温度による静的負荷（格納容器過圧・過温破

損）」における「Ⅱ 3.2.1.2 残留熱代替除去系を使用する場合」において確認している。 

有効性評価シナリオ「雰囲気圧力・温度による静的負荷（格納容器過圧・過温破損）（残

留熱代替除去系を使用する場合）」における原子炉格納容器内の気体の組成の推移（ドラ

イ条件）を図 5－2及び図 5－3に示す。原子炉格納容器内の水素濃度は，事象発生直後か
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らジルコニウム－水反応により大量の水素が発生し，可燃限界濃度である 4vol%を大きく

上回る。その後，水の放射線分解によって格納容器内酸素濃度が上昇する。事象発生 12

時間後に原子炉格納容器への窒素供給を実施することで，原子炉格納容器内の水素濃度及

び酸素濃度は低下し，事象発生から 168 時間後まで酸素濃度がドライ条件においても可燃

限界である 5vol%を超えることはなく，原子炉格納容器内での水素爆発は生じない。 

また，168 時間以降に水の放射線分解によって発生する酸素によって酸素濃度が再び上

昇し，ドライ条件において 4.4vol%及びウェット条件において 1.5vol%に到達した場合に

は，原子炉格納容器内での水素燃焼を防止する観点で，格納容器ベントを実施するため，

原子炉格納容器内で可燃限界に到達することはなく，原子炉格納容器内での水素爆発は生

じない。 

以上のことから，可搬式窒素供給装置によって原子炉格納容器の水素爆発を防止可能で

ある。 

 

図 5－2 「雰囲気圧力・温度による静的負荷（格納容器過圧・過温破損） 

（残留熱代替除去系を使用する場合）」におけるドライウェルの気相濃度の推移（ドライ条件） 

 

 

図 5－3 「雰囲気圧力・温度による静的負荷（格納容器過圧・過温破損）（残留熱代替除去系

を使用する場合）」におけるサプレッション・チェンバの気相濃度の推移（ドライ条件） 
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5.3 原子炉格納容器内における水素及び酸素発生量の不確かさを考慮した評価 

5.2 にて示した評価は，電力共同研究の成果を踏まえ，水の放射線分解における水素及

び酸素のＧ値をＧ（Ｈ２）＝0.06，Ｇ（Ｏ２）＝0.03 としている。今回の評価で用いたＧ

値は，過去の複数回の実験によって測定した値であり，重大事故環境下での水の放射線分

解の評価に適した値と考えるが，実験においてもＧ値にはばらつきが確認されたこと及び

事故時の原子炉格納容器内の環境には不確かさがあることを考慮すると，Ｇ値については

不確かさを考慮した取扱いが特に重要となる。 

実際の事故対応において，何らかの要因によって酸素濃度が今回の評価よりも早く上昇

する場合，事象発生から 7 日が経過する前に酸素濃度がドライ条件において 4.4vol％及

びウェット条件において 1.5vol％を上回る可能性が考えられる。ここでは，何らかの要

因によって酸素濃度が今回の評価よりも早く上昇する場合を想定し，酸素濃度の上昇速度

の変化が評価結果及び事故対応に与える影響を確認した結果を図5－4及び図5－5に示す。

なお，Ｇ値の不確かさを考慮した評価として，水の放射線分解における水素及び酸素のＧ

値を，沸騰状態においてはＧ（Ｈ２）＝0.4，Ｇ（Ｏ２）＝0.2，非沸騰状態においてはＧ

（Ｈ２）＝0.25，Ｇ（Ｏ２）＝0.125 とする。この値は，設計基準事故対処設備である可燃

性ガス濃度制御系の性能を評価する際に用いている値であり，設計基準事故環境下に対し

ても一定の保守性を有する値である。設計基準事故環境下に比べ，重大事故環境下ではＧ

値が低下する傾向にあることから，重大事故環境下におけるＧ値の不確かさとして考慮す

るには十分に保守的な値である。 

設計基準事故対処設備である可燃性ガス濃度制御系の性能評価で使用しているＧ値と

した場合についても，可搬式窒素供給装置による原子炉格納容器への窒素注入を実施して

いる期間中，原子炉格納容器内の水素濃度及び酸素濃度は抑制され，可燃限界に到達しな

い。 

さらに，原子炉格納容器内の酸素濃度がドライ条件において 4.4vol％及びウェット条

件において 1.5vol％に到達した場合，原子炉格納容器内での水素燃焼の発生防止を目的

とした格納容器ベントを実施することにより，原子炉格納容器内の非凝縮性ガスが格納容

器フィルタベント系を通じて排出され，原子炉格納容器内の酸素濃度が可燃限界（5vol％）

に到達することはない。 

以上のことから，原子炉格納容器内における水素及び酸素発生量の不確かさを考慮した

評価においても，可搬式窒素供給装置によって原子炉格納容器の水素爆発を防止可能であ

る。 
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図 5－4 「雰囲気圧力・温度による静的負荷（格納容器過圧・過温破損） 

（残留熱代替除去系を使用しない場合）」において可燃性ガス濃度制御系の性能評価で 

使用しているＧ値を採用した場合のドライウェルの気相濃度の推移（ドライ条件） 

 

 

図 5－5 「雰囲気圧力・温度による静的負荷（格納容器過圧・過温破損） 

（残留熱代替除去系を使用しない場合）」において可燃性ガス濃度制御系の性能評価で 

使用しているＧ値を採用した場合のサプレッションチェンバの気相濃度の推移（ドライ条件） 
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6. 「設置（変更）許可申請書添付書類十 可燃性ガスの発生」における可燃性ガス濃度制御

系による原子炉格納容器内水素及び酸素制御について 

可燃性ガス濃度制御系による原子炉格納容器内の水素濃度低減性能については，設置

（変更）許可における「添付書類十 Ⅰ 3.5.2 可燃性ガスの発生」において評価されて

いる。 

以下に当該評価条件及び評価結果を抜粋し記載する。 

 

≪抜粋≫ 

3.5.2 可燃性ガスの発生 

3.5.2.1 原因 

本事故の原因は，「3.2.1.1 原因」に記載されたものと同様である。 

3.5.2.2 事故防止対策及び事故拡大防止対策 

本事故の事故防止対策及び事故拡大防止対策は，「3.2.1.2 事故防止対策及び

事故拡大防止対策」に記載されたものと同様である。 

3.5.2.3 事故経過の解析 

原子炉冷却材喪失時の格納容器の健全性を確認するため，格納容器内の可燃性

ガス濃度変化の解析を行う。 

(1) 解析条件 

解析は次のような仮定を用いて行う。（１９）（２０） 

ａ．原子炉は事故発生直前まで定格出力の約 105％（熱出力 2540MW）で運転してい

たものとする。 

ｂ．事故発生と同時に外部電源が喪失するものとする。 

ｃ．ジルコニウム－水反応による水素の発生量は，原子炉冷却材喪失解析による発

生量の５倍，又は燃料被覆管の表面から 5.8μm の厚さが反応した場合に相当

する量のいずれか大きいほうとし，解析では燃料被覆管の表面から 5.8μm の

厚さが反応した場合に相当する量とする。 

なお，これは９×９燃料（Ａ型）では燃料被覆管全量の 0.88％，９×９燃料

（Ｂ型）では燃料被覆管全量の 0.89％，ＭＯＸ燃料では燃料被覆管全量の

0.73％に相当する量である。 

ｄ．窒素ガス置換系により事故前の格納容器内の酸素濃度は 4.0vol％以下として

いるが，解析では 4.0vol％とする。 

ｅ．事故前に冷却材中に溶存している水素，酸素の寄与は非常に少ないので，事故

後の格納容器内の水素，酸素濃度の評価では無視する。 

ｆ．原子炉冷却材喪失解析結果から事故時に燃料棒の破裂が生じないので，核分裂

生成物はすべて燃料棒中にとどまるが，解析ではハロゲンの 50％及び固形分

の１％が格納容器内の水の液相中に存在するものとする。さらに，他の核分裂

生成物は，希ガスを除き，すべて燃料棒中に存在するものとする。 

ｇ．放射線分解により発生する水素ガス及び酸素ガスの発生割合（Ｇ値）は，それ

ぞれ沸騰状態では 0.4 分子/100eV，0.2 分子/100eV，非沸騰状態では 0.25 分

58



 

27 

子/100eV，0.125 分子/100eV とする。 

ｈ．ドライウェルから可燃性ガス濃度制御系への吸込み流量は 255m3/h（１系統当

たり）とする。 

可燃性ガス濃度制御系で処理されたガスは，すべてサプレッションチェンバに

戻るものとする。 

ｉ．可燃性ガス濃度制御系は，事故後 3.5 時間で作動し，同時に系統機能を発揮す

るものとする。 

ｊ．可燃性ガス濃度制御系の水素ガス及び酸素ガスの再結合効率を 95％とする。 

ｋ．放射能閉じ込め機能の観点から可燃性ガス濃度制御系に単一故障を仮定する。 

 

(2) 解析方法 

ａ．ドライウェル，サプレッションチェンバ間でのガスの移動は，圧力バランスの

式により求める。 

ｂ．水素及び酸素濃度の時間変化は質量バランスの式により求める。 

 

(3) 解析結果 

事故発生後，最初にジルコニウム－水反応によりドライウェル内の水素濃度が

上昇する。 

一方，燃料棒中の核分裂生成物により冷却材の一部が放射線分解し，また燃料

棒から放出されサプレッションプール水中に保持された核分裂生成物により，サ

プレッションプール水の一部が放射線分解し，格納容器内の水素及び酸素濃度が

徐々に上昇する。 

事故後 3.5 時間で可燃性ガス濃度制御系が作動し，系統機能を発揮すると，ド

ライウェルから可燃性ガス濃度制御系へ流入したガス中の水素と酸素が再結合

され，処理されたガスはすべてサプレッションチェンバに戻される。サプレッシ

ョンチェンバ内の気体は，圧力が上昇すると真空破壊装置を通してドライウェル

へ流入する。 

ドライウェル内の水素及び酸素濃度は，ドライウェル内での発生量とサプレッ

ションチェンバからの戻り量との合計が可燃性ガス濃度制御系への流出量を下

回った時点から低下し始める。同様に，サプレッションチェンバ内の水素及び酸

素濃度は，サプレッションチェンバ内での発生量と可燃性ガス濃度制御系からの

流入量との合計がドライウェルへの流出量を下回った時点から低下し始める。 

事故後の水素及び酸素濃度の時間変化を図 6－1 に示す。この図から分かると

おり，格納容器内の可燃性ガス濃度は，最大でも，事故後約 20 時間でドライウ

ェルの水素濃度が約 2.0vol％，約 31 時間でドライウェルの酸素濃度が約

4.3vol％に達するが，可燃限界である水素 4vol％及び酸素 5vol％より低い。 

なお，格納容器内の可燃性ガス濃度は，格納容器内に存在する種々の駆動力に

より，十分混合されるため局所的に高い濃度になることはない。 
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3.5.2.4 判断基準への適合性の検討 

本事故に対する判断基準は，事象発生後少なくとも 30 日間は，格納容器内雰

囲気中の酸素又は水素の濃度のいずれかが，それぞれ 5vol％又は 4vol％以下で

あることである。 

「3.5.2.3(3) 解析結果」で示したように，格納容器の雰囲気は可燃限界未満

に制御される。 

したがって，判断基準は満足される。 

 

 

図 6－1 原子炉冷却材喪失時の格納容器内の水素・酸素濃度の時間変化 
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7. 原子炉ウェル排気ラインの閉止及び原子炉ウェル水張りラインにおけるドレン弁の閉運

用について 

7.1 系統設置目的及び構成 

7.1.1 原子炉ウェル排気ライン 

通常運転時のドライウェル主フランジからの万一のリークを考慮し，原子炉ウェル

内を負圧に保つことを目的に設置しているものであり，原子炉ウェル下部に吸込口を

設け，原子炉ウェルを原子炉棟空調換気系ダクトに接続し，そこから排気する構成と

している。 

 

7.1.2 原子炉ウェル水張りライン 

燃料交換時におけるプール水の効率的循環，プール内の温度の均一化を目的に設置

している。 

また，外部接続口に繋がるラインを新たに追設し，重大事故等時に大量送水車によ

り原子炉ウェルに注水を行い，ドライウェル主フランジシール材を原子炉格納容器外

側から冷却する原子炉ウェル代替注水系（自主対策設備）としても使用する。 

原子炉ウェル水張りラインについては，通常運転時は隔離弁により燃料プール冷却

ラインと隔離しているが，万一，隔離弁からシートパスした場合に原子炉ウェルへ漏

えい水が流入しないよう，隔離弁の下流に設置しているドレン弁（V216-512）を「開」

運用としていた。しかし，原子炉ウェル代替注水系により原子炉ウェルに注水する際

には当該ドレン弁（V216-512）の「閉」操作が必要となることから，運用性を考慮し，

通常運転時から「閉」運用に変更する。 

 

7.2 閉止方法 

  7.2.1 原子炉ウェル排気ライン 

GOTHIC コードを用いた水素濃度解析では，ドライウェル主フランジから漏えいす

る水素ガスは原子炉ウェル上部から原子炉ウェルシールドプラグ（図 7－1 参照）の

隙間を通って原子炉建物原子炉棟 4階に流出する条件で解析を実施しているが，原子

炉ウェル排気ライン及び原子炉ウェル水張りラインのドレン弁（V216-512）を通じて

原子炉建物原子炉棟 4階以外に水素ガスが流出する可能性が考えられることから，原

子炉ウェル排気ラインについては原子炉ウェル内側の吸込口を閉止（溶接構造）する

とともに，原子炉ウェル外側については，原子炉ウェル外側から原子炉棟空調換気系

ダクトまでのラインを撤去し，開口部については閉止する。 

 

  7.2.2 原子炉ウェル水張りラインにおけるドレン弁 

原子炉ウェル水張りラインのドレン弁（V216-512）については，上述のように通常

運転時の運用を「開」運用から「閉」運用に変更することで，原子炉建物原子炉棟 4

階以外に水素ガスの流出を防ぐことができることから，運用の見直しのみとし，撤去

等の対策は行わない。 

対策イメージを図 7－2に示す。 
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図 7－1 原子炉ウェルシールドプラグの構造 

Ａ Ａ

原子炉ウェル
シールドプラグ

スリット：幅 mm
（ラビリンス構造）

原子炉格納容器

Ａ－Ａ断面

原子炉建物原子炉棟4階の上から
原子炉ウェルシールドプラグを見た平面図

原子炉ウェル ドライウェル
主フランジ
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【対策前】 

 

 

【対策後】 

 

 

図 7－2 対策イメージ 

  

原子炉格納容器

原子炉ウェルシールドプラグ

原子炉ウェル

原子炉建物原子炉棟
4階（オペフロ）へ

原子炉建物
原子炉棟2階へ

ドレン弁（V216-512）
（原子炉建物原子炉棟2階）

原子炉建物原子炉棟3階

散水管

外部接続口より

ドライウェル主フランジ

燃料プール
冷却ラインより

原子炉建物機器
ドレンサンプタンクへ

水素流出経路
（解析想定なし）

水素流出経路
（解析想定あり）

水素流出経路
（解析想定なし）

原子炉ウェル代替注水系（追設）

原子炉格納容器

原子炉ウェルシールドプラグ

原子炉ウェル

原子炉建物原子炉棟
4階（オペフロ）へ

原子炉建物
原子炉棟2階へ閉止

（溶接構造）

撤去（開口部に
ついては閉止）

ドレン弁（V216-512）
（原子炉建物原子炉棟2階）

閉運用に
変更

原子炉建物原子炉棟3階

散水管

原子炉ウェル代替注水系（追設）

外部接続口より

ドライウェル主フランジ

燃料プール
冷却ラインより

原子炉建物機器
ドレンサンプタンクへ

凡例

原子炉ウェル水張りライン 原子炉棟空調換気系ダクト

原子炉ウェル排気ライン 原子炉棟空調換気系ダクト（閉止済）
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7.3 閉止による影響 

7.3.1 原子炉ウェル排気ラインの吸込口閉止による影響 

通常運転中は，原子炉棟空調換気系により原子炉建物原子炉棟 4階が適切に負圧維

持されているため，原子炉ウェル排気ラインを閉止した場合であっても，ドライウェ

ル主フランジから漏えいしたガスは原子炉ウェル内に溜まることなく，原子炉ウェル

シールドプラグに設けられた隙間を通って原子炉建物原子炉棟 4 階に排出された後，

原子炉棟空調換気系を通って適切に処理される。 

また，各設備の排気風量は表 7－1 に示すとおりであり，原子炉ウェル排気ライン

の排気風量は，原子炉建物原子炉棟全体及び 4階の排気風量に対し，ごく僅かであり，

当該ラインを閉止したことにより，原子炉ウェル排気ラインの排気風量が 0m3/h（成

り行き）から完全に 0m3/h になったとしても空調バランスへの影響はほとんど無いと

考えられるため，当該ラインの吸込口閉止による悪影響はない。 

 

表 7－1 各設備の排気風量（原子炉ウェル排気ライン閉止前） 

設備 排気風量[m3/h] 

原子炉建物原子炉棟全体 225000 

原子炉建物原子炉棟 4階 76500 

原子炉ウェル排気ライン 0（成り行き） 

 

7.3.2 原子炉ウェル水張りラインのドレン弁（V216-512）「閉」運用への変更による影響 

通常運転時に，定期的にドレン弁を「開」することにより，燃料プール冷却ライン

との隔離弁からのシートパスの監視及びドレンの排出が可能であることから，「閉」

運用による悪影響はない。 

 

7.4 構造健全性 

原子炉ウェル排気ライン及び原子炉ウェル水張りラインは，「実用発電用原子炉の設置、

運転等に関する規則」別表第二に該当する設備ではないことから，工事計画認可申請対象

設備ではないが，原子炉ウェル排気ラインは，より確実に原子炉建物原子炉棟の水素爆発

を防止するため，原子炉ウェル水張りラインは，原子炉ウェル代替注水系の設置に伴い，

耐震性を確保することとしている。 
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（参考評価） 

 

ダクトにおける水素滞留評価について 

 

1. 評価条件 

ある空間内に存在する混合ガスの高さ方向濃度分布については，気体の化学ポテンシャル

（密度差による浮力）に着目した評価が一般的である（引用文献 4.(1)）。 

ここでは，空気と混合された水素の持つ化学ポテンシャルμを踏まえ，無限時間経過後に

おいて，上端が閉止されたダクト内で水素濃度が可燃限界に到達しないことを確認する。 

ダクト内で水素の高さ方向濃度分布を評価するに当たっては，以下の仮定を置く。 

・空間内での軸方向の温度勾配はないものとする 

・空間内で対流はないものとする 

・気体は理想気体とする 

評価モデルを図 1－1に示す。 

 

図 1－1 評価モデル 

 

無限時間経過後において，空間内は平衡状態となり，上端での化学ポテンシャル（μ上端）

と下端での化学ポテンシャル（μ下端）は等しくなるため，次式が成立する。 

 

ｋ×Ｔ×ln（ｎ上端／ｎＱ）＋ｍ×ｇ×ｈ上端 

＝ｋ×Ｔ×ln（ｎ下端／ｎＱ）＋ｍ×ｇ×ｈ下端・・・・・式(1） 

 

ここで，ｋ：ボルツマン定数 

Ｔ：温度 

ｎＱ：量子濃度 

ｍ：気体分子の質量 

ｎ：割合 

式(1)を変形し，上端での水素濃及び空気の割合（ｎ上端）を求める。 

部屋 

ダクト 

高さ 

1.0 

h 上端=1.0 

h 下端=0 

上端ポテンシャル 

μ上端=k×T×In(n 上端/nQ)+m×g×h 上端 

下端ポテンシャル 

μ下端=k×T×In(n 下端/nQ)+m×g×h 下端 
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ｎ上端＝ｎ下端×exp（-ｍ×ｇ×ｈ上端 ／（ｋ×Ｔ））・・・式(2） 

 

評価条件を表 1－1に示す。 

表 1－1 評価条件 

項目 記号 値 単位 備考 

ボルツマン定数 K 1.3807×10-23 m2kg/s2/K  

アボガドロ数 NA 6.0221×1023 l/mol  

温度 T 283 K 
原子炉建物の最低使用

温度 

水素の分子質量 m 水素 3.348×10-27 kg 
分子量 2.016（g/mol）/

アボガドロ数 

空気の分子質量 m 空気 4.811×10-26 kg 
分子量 28.97（g/mol）/

アボガドロ数 

重力加速度 g 9.8067 m/s2  

下端における水素

の割合 
n 下端水素 0.035 - 

解析結果を踏まえ保守

的に設定 下端における空気

の割合 
n 下端空気 0.965 - 

空間上端から下端

までの高さ 
h 1.0 m 

ダクト高さ0.8mを踏ま

え，保守的に設定 

 

2. 評価 

まず，上端における水素の割合を式(2)により算出する。 

 

ｎ上端水素＝ｎ下端水素×exp（-ｍ×ｇ×ｈ上端 ／（ｋ×Ｔ）） 

＝0.035×exp（3.348×10-27×9.8067×1.0 ／（1.3807×10-23×283）） 

＝0.0349997 

 

次に，上端における空気の割合を式(2)により算出する。 

 

ｎ上端空気＝ｎ下端空気×exp（-ｍ×ｇ×ｈ上端 ／（ｋ×Ｔ）） 

＝0.965×exp（-4.811×10-26×9.8067×1.0 ／（1.3807×10-23×283）） 

＝0.964883 

 

上端の水素濃度Ｎは，上端の水素及び空気の割合から算出する。 

 

Ｎ上端水素 ＝ ｎ上端水素/（ｎ上端空気＋ｎ下端空気）×100・・・・・式(3） 

＝ 約 3.5004 vol％ 
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3. 評価結果 

ダクトの下端（部屋）の水素濃度が 3.5vol％であるとき，ダクトの上端において，水素

濃度は 3.5004vol％程度である。このように一旦混合したガスにおいては，軽密度ガス成分

の化学ポテンシャルによって，わずかに濃度分布を持つものの，空間上部に滞留する状況と

ならず，水素の可燃限界濃度である 4vol％に到達することはない。 
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